
（様式１）

公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療センター

　工 事 名 本館地下１階薬剤部改修工事

　工事場所 横浜市立大学附属市民総合医療センター本館地下１階

　工事期間 契約締結日から令和４年３月31日

　かし担保

　その他
　特約事項

　現場説明 要 月　　日 時　　分 場所

不要

金額入り  ・  金額抜き
　　概要

当該工事は本館地下１階薬剤部内にある医療機器更新に伴う局所排気設備

工事です。工事エリア内は運用しながらの工事になり、２段階に分けて実施

　します。

　　

　備　　考

 

（253-5308）

鉄井　悠貴担当者

ＴＥＬ

工　事　設　計　書

（内線2521）

横浜市立大学附属

受　付

番　号

担　当

所　属 施設担当

市民総合医療センター



（様式２）

設　 計　 金　 額 ￥ －

内訳 　　工　　事　　価　　格　　 ￥ －
消費税及び地方消費税相当額 ￥ －



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療センター

本館地下１階薬剤部改修工事

１．直接工事費

（１）建築工事 1 式

（２）電気設備工事 1 式

（３）機械設備工事 1 式

１．直接工事費　計

２．間接費

（１）共通仮設費 1 式

（２）現場管理費 1 式

（３）一般管理費等 1 式

２．間接費　計

合　　計 直接工事費＋間接費



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

（１）建築工事

直接仮設工事 1 式

金属工事 1 式

建具工事 1 式

内装工事 1 式

サイン工事 1 式

撤去工事 1 式

発生材処理 1 式

建築工事　計

（２）電気設備工事

幹線・動力設備 1 式

電灯設備 1 式

非常照明設備 1 式

誘導灯設備 1 式

コンセント設備 1 式

空調機電源配線設備 1 式

拡声設備 1 式

自動火災報知設備 1 式

情報設備 1 式

電気設備工事　計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

（３）機械設備工事

空気調和設備

　機器設備 1 式

　ダクト設備 1 式

　換気設備 1 式

　空調配管設備 1 式

　総合調整費 1 式

　自動制御設備 1 式

給排水衛生設備費

　衛生器具設備 1 式

　給水設備 1 式

　排水設備 1 式

　給湯設備 1 式

　消火設備 1 式

機械設備工事　計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

（１）建築工事

直接仮設工事

墨出し 1 式

養生 1 式 職員往来確保

整理整頓後片づけ 1 式 職員業務使用可

内部足場 1 式

仮設間仕切 2 式

直接仮設工事　小計

金属工事

軽量鉄骨壁下地 65形　下地張りあり 90 ㎡ @ 450

軽量鉄骨天井下地 19形　1500≦H<3000 200 ㎡ @ 360

あと施工アンカー 天井軽鉄下地　D10 150 か所 上向き　接着系

天井廻り縁 塩化ビニル製 60 m

軽鉄天井下地開口補強 1 式

天井点検口 アルミ押出型材 20 か所 450□

内壁　コーナービート 1 式

壁見切材 1 式

金属工事　小計

建具工事

LHD-1a 額入片引ハンガー戸 W1500*H2100 1 か所 枠見込み164

　不燃扉　自閉式吊引き戸装置付 型枠ガラス含

　傾斜ﾚｰﾙ式 LGS壁収納ﾀｲﾌﾟ 枠:ﾌﾗｯﾄ枠 ガラスシーリング含

　沓摺:仕上材突付 ﾄﾞｱﾁｪｯｸ(ｽﾄｯﾌﾟなし) クリーニング含

LHD-1a 額入両引ハンガー戸 W1800*H2100 1 か所 枠見込み164

　不燃扉　自閉式吊引き戸装置付 型枠ガラス含

　傾斜ﾚｰﾙ式 LGS壁収納ﾀｲﾌﾟ 枠:ﾌﾗｯﾄ枠 ガラスシーリング含

　沓摺:仕上材突付 ﾄﾞｱﾁｪｯｸ(ｽﾄｯﾌﾟなし) クリーニング含

建具工事　小計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

内装工事

床　ビニル床シート A 厚2.0 ｴﾎﾟｷｼ接着 90 ㎡

移動荷重性 帯電防止性

耐薬品性 機能型ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

ﾀｼﾞﾏ 移動荷重用ﾌﾛｱ同等

床耐動荷重ｼｰﾄ下　床下地表面強化材 90 ㎡

ﾀｼﾞﾏ 荷重床ﾌﾟﾗｲﾏｰ同等

ソフト巾木　H=75 Rあり ﾀｼﾞﾏ ｿﾌﾄ巾木同等 60 m

壁 石膏ボード 厚12.5 不燃 鋼製､木､ﾎﾞｰﾄﾞ下地 突付 200 ㎡

壁 不燃積層石膏ボード 厚9.5 不燃 鋼製､木､ 200 ㎡

   ﾎﾞｰﾄﾞ下地 継目処理

耐火間仕切面 壁 石膏ボード継ぎ目処理 230 ㎡

継目処理工法(ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ)

ライニング壁　壁　メラミン化粧板 厚1.2 合板面 10 ㎡

積層合板下地 厚18

壁　ビニールクロス　既存ﾎﾞｰﾄﾞ面 素地ごしらえ共 250 ㎡

既存塗膜除去共

防火認定品 汚れ防止･消臭ﾀｲﾌﾟ　ｻﾝｹﾞﾂ 不燃認定壁紙同等

天井　岩綿吸音板　ﾌﾗｯﾄ内部用 厚12   不燃 250 ㎡

　　下張GB-R     厚12.5共　厚12.5共　

　　　吉野石膏 ｿｰﾗﾄﾝ平板同等

天井 グラスウール敷込 厚50 24kg/m3 200 ㎡

ｻｯｼ取合方立内　グラスウール充填　16kg/㎡ W40×D320 10 m

遮音間仕切内　ｸﾞﾗｽｳｰﾙ充填　厚50 24kg/㎥ 100 ㎡

遮音間仕切遮音ｼｰﾘﾝｸﾞ　AC-1 10*10程度 200 m

感染防止用ガラス膜コーティング壁付スイッチ・手すり等 1 式

内装工事　小計

サイン工事

室名サイン（小）　W210×H210 本体･捨板:ｱｸﾘﾙ板 厚3 3 か所

表示方法:CAPP･ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄ　書体:新ｺﾞR

サイン工事　小計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

撤去工事

床仕上材撤去 1 式

壁仕上材撤去 1 式

壁下地材撤去 1 式

巾木仕上撤去 1 式

天井仕上撤去 1 式

医療設備機器撤去 1 式 撤去時法令等遵守

撤去工事　小計

発生材処理 1 式

発生材積込み 1 式

発生材運搬 1 式

発生材処分 1 式

発生材処理　小計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

（２）電気設備工事

幹線・動力設備

EM-CET 38㎟ 地下2階キュービクルより 100 m

EM-CE　 8㎟-3C+E B1-H2より分岐 30 m

抗がん剤調製装置用手元盤 440V 50A 漏電遮断器 1 面

冷却用チリングユニット用手元盤200V 50A 漏電遮断器 1 面

既存ケーブル等撤去 1 式

キュービクル分岐工事費 1 式

幹線設備　小計

電灯設備

EM-EEF 2.0㎜　-3C 150 m

EM-EEF 2.0㎜　-2C 30 m

アウトレットボックス 四角中浅102*102*44 20 個

照明器具 18 台

埋込形ワイドスイッチ 1P15A*2 4 台

電灯設備　小計

非常照明設備

FP-C 2.0㎜-2C 70 m

アウトレットボックス 四角中浅102*102*44 2 個

非常照明設備 LED非常灯電源別置形 3 個

非常照明設備　小計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

誘導灯設備

EM-EEF 2.0㎜　-3C 20 m

アウトレットボックス 四角中浅102*102*44 2 個

誘導灯 LED B級・BH形 2 個

避難口誘導灯片面型

誘導灯設備　小計

コンセント設備

合成樹脂製可とう電線管 隠ぺい　PF-22 80 m

EM-EEF 2.0mm -3C 60 m

EM-EEF 2.0mm -3C PF管内 90 m

アウトレットボックス 四角中浅102*102*44 10 個

埋込形コンセント(大角形) 2P15A×2 5 個

   接地極・接地端子付

医用　埋込コンセント 2P15A×4 5 個

接地極付(取付枠付)

コンセント設備　小計

空調機電源配線設備

EM-EEF 2.0mm -4C PF管内 100 m

配線配管補助材料 1 式

空調盤　改造費 1 式

空調機電源配線設備　小計

拡声設備

既存時計撤去・移設 2 式

拡声設備　小計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

自動火災報知設備

既存火報撤去・移設 2 式

自動火災報知設備　小計

情報設備

UTP0.5(CAT5e)-4P 200 m
合成樹脂製可とう電線管　PF
（22) 300 m

情報モジュラジャック (CAT5E)埋込型 17 個

埋込 マルチメディアコンセント 通信系 9 個

カバープレート 3 個

自動火災報知設備　小計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

（３）機械設備工事

空気調和設備

　機器設備

排気ファン 三相400V 700Pa×1.5KW 2500㎥/ｈ 1 式 防振基礎含む

同上機器基礎または吊り構台 1 式

手元排気ファン　三相200V BFS-300TUA1-60 3 式 インバータ制御

同上機器設置費 1 式 防振金具含む

　機器設備　小計

　ダクト設備

空調ダクト工事

既存RAダクト撤去 ダクト端末処理含む 1 式

HS及びチャンバーボックス設置 400×400 3 式

既存ダクト接続 3 式

　ダクト設備　小計

　換気設備

局所排気設備 　

ダクト撤去 ダクト端末処理含む 1 式

新規ダクト工事 スパイラルダクト 250φ 300 ｍ

ダクトスペースダクト 400×400　角ダクト 200 ｍ 6Fまで

ダクト支持金物及び消耗品 1 式

床貫通工事

レントゲン撮影 500角　衛生配管分 10 カ所

コア工事 10 カ所 斫り工事含む

　換気設備　小計

　空調配管設備　

空調用冷水管分岐 バルブ止め SUS304 1 式

ボールバルブ 2 個
２次側医療機器
にて使用

　空調配管設備　　小計 　 　



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

　総合調整費

空気調和設備調整費 最大１．５か月程度 1 式

クリーンルーム環境測定費 抗がん剤調製室 1 式 各所HPEA交換含

総合調整費　小計 　 　

　自動制御設備

送風機制御盤 INV制御　盤改造含む 1 面

手元送風機制御盤 3回路 3 面

既存撤去費 1 式

配線工事費 1 式

技術料 1 式

試運転調整費 1 式

自動制御設備　小計

給排水衛生設備費

　衛生器具設備

LS850 給水・給湯・排水 3 式

衛生器具設備　小計 　 　

　給水設備

既存撤去 1 式

給水配管 (コア抜き含) 20A SGP-LP 30 m 必要時凍結工法

保温工事 グラスウール20ｍｍ 30 m

給水設備  計   

　排水設備 　 　

排水管 (コア抜き含) 　DVLP　50A 15 ｍ

通気管 　DVLP　40A 5 ｍ

保温工事 グラスウール 30 m

屋内排水設備　計



（様式３）

名　　称 形状寸法等 数　量 単位 単　価 金 額（円） 摘　　要

　給湯設備

給湯配管 (コア抜き含) 20SU 30 m 必要時凍結工法

保温工事 グラスウール20ｍｍ 30 m

　給湯設備　計

　消火設備

スプリンクラー　ヘッド 4 個

配管工事 1 式

水抜き・分岐作業 1 式

消防検査立ち合い 1 式

　消火設備　計



 

 

公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療センター 

本館地下１階薬剤部改修工事仕様書 

 

本仕様書は、公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療センター本館地下１階薬剤部改修工事の

仕様を示すものであり、これに規定のない事項については、公立大学法人横浜市立大学工事請負契約

約款（以下、「約款」という。）を適用し、約款に規定のない事項については、横浜市立大学担当職員

（以下、「職員」という。）の指示を受けて行うものとする。 

 

１ 概  要 

 （１）名  称  公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療センター本館地下１階薬剤部改修工事 

 （２）場  所  横浜市南区浦舟町４丁目５７番地 

          横浜市立大学附属市民総合医療センター本館地下１階薬剤部 

（３）内  容  医療機器更新に伴い、本館地下１階薬剤部無菌室改修を行う工事 

 （４）工  期  契約締結日から令和４年３月 31 日まで 

 

２ 一般共通事項 

（１）工事の特性について 

   病院内の診療や職員の職務に対し支障のないよう工法、工程等を検討すること。 

（２）関係法令について 

   修繕に関係する法令・条例及び諸規則を遵守すること。 

（３）技術者の配置について 

   請負人は建設業法の規定による技術者を配置し、施工の技術上の管理を行うこと。 

（４）諸官庁届出について 

    施工に必要な諸官公庁その他への届出は、請負人の責任において遅滞なく全て行うこと。届

出を行うにあたっては、届出内容についてあらかじめ職員に報告すること。 

 （５）施工計画書について 

請負人は、工事実施日までに、仕様書及び設計図書に対応した施工計画書を作成し職員の承

認を受けること。 

 

３ 機械設備仕様 

（１）一般仕様及び特記仕様 

   別紙工事設計書及び図面を参照のこと。 

（２）共通仕様 

   設計図書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標

準仕様書（建築工事編 最新版）（電気設備工事編 最新版）（機械設備工事編 最新版）」、同

「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編 最新版）（電気設備工事編 最新版）（機械設備

工事編 最新版）」及び国土交通省大臣官房官庁環境課監修の「公共建築設備工事標準図（電

気設備工事編 最新版）（機械設備工事編 最新版）」による。 

 

 

 

 

 



４ 工事共通仕様 

 （１）作業時間について 

    原則として午前９時から午後６時までとすること。資材搬出入等で時間外に工事エリアに立

入る際は、前日までに職員に連絡し承認を得ること。 

（２）作業条件について 

   騒音及び振動の発生する作業は、土曜、日曜、祝日とする。作業内容の範囲については、職

員に確認すること。 

（３）関係車両の駐車場について 

    工具・機材等の運搬用車両については業者用駐車場を無料にて利用できるが、通勤等で業務

用駐車場を利用することはできない。 

（４）資材置場について 

   院内もしくはドライエリア等の露天に確保するが、車両の横付けができない場所もある。 

（５）作業員詰所について 

   必要があれば契約後に打合せとする。 

（６）院内のトイレ使用について 

   職員指定のトイレを使用すること。 

（７）資材廃材等の搬出入ルートについて 

   職員指定のルートで搬出入を行うこと。 

（８）工事用水・電気利用について 

   許容内で無償とする。 

（９）火気使用について 

    修繕エリア内で火気を使用する作業を行う場合は、事前に職員に連絡し了承を得ること。 

（10）現場代理人の常駐について 

   修繕期間中は、原則とし現場代理人が常駐し、工程管理、作業員の監督、風紀衛生の取締、

火災等の事故防止に務めること。 

（11）腕章の着用 

   技術者及び作業員は、院内において所属会社名が記載された腕章を着用すること。腕章は、

請負人で作成すること。 

（12）作業終了時 

   現場代理人は、救急棟地下１階中央監視室で作業終了の報告をし、作業内容を記帳すること。 

 

５ 提出書類 

 

提出書類 期限 提出部数 その他 

契約書 契約時 ２部 大学指定書式 

工程表 契約後７日以内 同上 同上 

着手届出書 契約後７日以内 同上 同上 

現場代理人選定通知書 契約後７日以内 同上 同上 

下請負人選定通知書 契約後７日以内 同上 同上 

施工計画書 契約後７日以内 同上 請負者書式 

完成図書 竣工時 ２部 同上 

完成写真 竣工時 同上 同上 

完成届出書 竣工時 同上 大学指定書式 



記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺
N/S

図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

表紙
表-01
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工事概要・建物概要

建物用途

工事場所

工事名称

神奈川県横浜市南区浦舟町4丁目57番地

病院：

：

：
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横浜市立大学附属市民総合医療センター　本館地下１階薬剤部改修工事
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221.63 83.51 18,508.3213

96.08 2.96 284.3968

221.63 16.35 3,623.6505

188.56 22.56 4,253.9136

152.44 21.48 3,274.4112

123.51 26.09 3,222.3759

100.75 22.70 2,287.0250

89.75 24.88 2,232.9800

敷地求積表

37,687.0743

×１／２ 18,843.5371

都市計画道路拡幅面積　289.77ｍ 都市計画道路拡幅面積　15.30ｍ

派出所部分面積　39.42ｍ

消防団器具置場面積　20.84ｍ

計画敷地面積 ＝ 現況敷地面積－消防団器具置場面積－派出所部分面積

＝ 18,843.5371　-　20.84　-　（39.42+15.30）

18,767.9771＝

（　18,767.97　）

計画道路を除した面積＝計画敷地面積－計画道路面積

＝ 18,767.97　－　（289.97-15.30）

18,493.50＝

18,493.50　m敷地面積 ：

記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

今回改修建物（地下１階薬剤部）



記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

改修特記仕様書（１） 特記-01N/S



 特記-02

記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

N/S 改修特記仕様書（２）



特記-03

記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

N/S 改修特記仕様書（3）



N/S 特記-04

記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

改修特記仕様書（4）



N/S

記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長

特記-05

本館地下1階薬剤部改修工事

改修特記仕様書（5）



特記-06

記

事

係　員　

縮　尺 図面名：

公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

係　長

N/S

本館地下1階薬剤部改修工事

改修特記仕様書（6）



記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺
N/S

図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長

工事区分表（１） 区分-01

本館地下1階薬剤部改修工事



記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺
N/S

図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長

工事区分表（２） 区分-02

本館地下1階薬剤部改修工事



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

施工場所・搬入ルート図 区分-03



記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

仕上特記・記号凡例（１） 意匠-01



記

事

係　員　 ＤＡＴＥ

縮　尺 図面名：

名　称： 図面番号
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

係　長
本館地下1階薬剤部改修工事

仕上特記・記号凡例（２） 意匠-02



記

事 縮　尺 図面名：

公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター 意匠-03

係　員　ＤＡＴＥ係　長 名　称：
本館地下1階薬剤部改修工事

仕上特記・記号凡例（３）



改修エリア

公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

平面図(改修前) 意匠-04



改修エリア

公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

平面図(改修後) 意匠-05



平面詳細図 （改修前） 意匠-06

公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事



平面図(step1) －仮設・撤去工事 意匠-07

公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事



平面図(step1) －改修工事 意匠-08

公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事



平面図(step2)－仮設・撤去工事 意匠-09

無菌室
前室

公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事



公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

平面図(step2)－改修工事 意匠-10



公立大学法人　横浜市立大学附属
市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

平面詳細図 （改修後） 意匠-11



電力引込設備

受変電設備

非常用発電設備

直流電源設備

交流無停電電源設備

中央監視制御設備

幹線設備

動力設備

電灯設備

照明器具設備

非常照明設備

医療用接地設備

電熱設備

構内交換設備

電話配管設備

呼出表示設備

監視カメラ設備

構内情報通信網設備

機械警備配管設備

車路管制設備

自動火災報知設備

建  物  名  称 構  造   階      数 延 床 面 積 備        考

特  記  仕  様  書

特記仕様

建築概要

工事場所　：

工事期間　：

１．工事概要

工事種目　　（●印を適用する）　　

（●印を適用する）

項  目 特   記   事   項

配　線：　含む　

（ハ）機器取扱説明書　　　　　　３部

　　　自家発電機器・受変電機器・蓄電池機器・構内交換機器および必要と

　　　認められた機器の操作取扱い、維持点検等について、各種別ごとに分

　　　冊された取扱い説明書を作成し、一括ファイリングのうえ提出する。

請負者は工事に必要な諸官庁会社への届出手続等を代行し、その検査に必要諸  手  続

な資機材及び労務を提供する。これらに必要な費用の全ては請負者が負担す

本工事は電気設備技術基準・電気用品取締規制・電力会社供給規程ならびに関係法規

並びに規程 内線規程・各種電気通信関係法規・消防法・条例・日本工業規格（Ｊ．Ｉ．

設  備  項  目 備　　考 Ｓ）・建築基準法等に準拠する。

係    員 本工事でいう係員とは監理技師もしくはその代理人をいう。

提出図書には、各現場担当責任者の認印を付すること。

る。とその概要

提出図書 請負者は下記の図書を作成し係員に提出すると共に、自からも控えを保管す

　　　の図書の写しを提出する。

　　　通産局・電力会社・電話会社・消防署等に対する申請および許可書等

（ロ）申請許可図書の写し　　　　２部

　　　器の規格・測定条件・日時・測定責任者名簿を明記すること。

　　　検査を行い、それぞれの検査報告書を作成し提出すること。なお検査

　　　試験・接地抵抗測定・形状ならびに塗装の状態等について、自主的に

　　　取付状況・動作試験・配管配線工事の状況・絶縁抵抗測定・絶縁耐力

　　　竣工検査を受ける以前に請負者側において現場の機器の据付ならびに

（イ）自主検査成績表　　　　　　２部（３）竣工時

（チ）その他係員の指示したもの。

　　　よび所要時間・梱包機器の現場到着時刻等を織り込んだものとする。

　　　現場内での搬入経路・解梱場所・搬入据付方法・搬入据付作業要員お

　　　搬入計画書は機器の名称・荷姿ならびに包の形態および重量・個数・

　　　工事工程に従い機器の現場搬入計画書を作成し係員に提出する。現場

（ト）機器の現場搬入計画書

　　　提出期限は検査予定日より逆算して１５日前迄とする。

　　　検査対象品リストを作成し提出する。

　　　事工程表と照合して製作所側との連絡を計り製品検査予定表及び製品

　　　本工事用として発注された機器等の製作工程を充分に把握し、常に工

（ヘ）製品検査予定表

　　　記録し係員に提出し、確認を得ること。

　　　本工事について係員および関係者と行なった打合せ事項は必ず文書に

（ホ）工事及び工程打合せ議事録

　　　ること。

　　　場搬入・搬出調書、労務者の就業状況の記録簿）を作成し提出報告す

　　　係員の指示に従い現場工事状況の報告（日報・旬報・月報・機材の現

（ニ）工事報告書

　　　ラーを原則とする。

　　　てアルバムに整理して提出する。写真の大きさはサービス版以上でカ

　　　工程に合わせて撮影を行い撮影個所、年月日を記入した記録写真とし

　　　埋設または隠蔽となり後日確認ができない部分は全て各工事ごとに、

（ハ）工事写真

　　　・電線の使用区分方法の明記されたもの。

　　　函体図・結線図・系統図・機器据付図・使用部品・仕上げ方法・銅帯

（ロ）機器製作承認図　　　製作前　　　３０日以前　　　３部

　　　関係詳細図。

　　　もとに作成された１：５０の平面施工図ならびに指定部分の機器取付

　　　箇所等との取合いを各現場担当者と充分な打合せを行い相互の了解の

　　　建具および建具の配置・壁・天井等の仕上方法各種他、機器等の取付

（イ）施工図　　　着工前　　　１０日以前　　　２部（２）工事中

（ホ）その他係員の指示したもの。

（ニ）施工計画書

　　　機材名称・製作所名・連絡先及担当者名・等を記載したもの。

（ハ）機器・材料発注先一覧表

　　　互の了解を得て作成されたもの。

　　　建築・機械設備・その他関連ある他請負者との事前の打合せを行い相

（ロ）工事工程表

（イ）現場責任者経歴書、及び組織表

契約締結より　　１０日以内　　　３部（１）着工時

　　　報告書のうち試験に測定器等を用いた場合は試験用結線図・試験用機

（ニ）最終施工図　　　　　　　　１部

　　　本工事の施工過程において修正手直しを要求されたものを最終的に訂

　　　正し製本のうえ提出する。

         信号灯・運転故障等の表示ランプ及び各種ヒューズ等はサイズ・種類

（ホ）予備品・付属品等の納入　　　　

　　　別毎に総数の１００％を納入する。

　　　納入に際しては納入品一覧表を作成し、これを添える。

（ヘ）その他係員の指示したもの。

（４）竣工後

　　　原則として平面図は書き直し、その他は原設計を修正する。

　　　する。

　　　盤結線図・リスト・照明器具姿図ならびに系統図などを含んだものと

　　　竣工図は、その書式を原設計に倣って配管・配線はもとより、配分電　　　　　　

　　　建物の竣工に伴い工事竣工図を作成し、下記のものを提出すること。

（イ）工事竣工図　　　　　　　　　　　　　　　　　

竣工検査後　　　　３０日以内

は請負金額の増減は行なわない。

法ならびに機器の配置等について軽微な変更を行う場合がある。この場合に

。従って現場の納まり、もしくは取合いその他の関係により材料の寸法、工

設計図に図示された機器の配置は大略を示したもので絶対的なものではない

性能を発揮するに必要なものは係員の指示に従い本工事として施工する。

る。なお、設計図ならびに仕様書に明記なき事項といえども設計図の求める

他の部分は省略されているような場合には上記の代表的部分に準じて施工す

らびに仕様書に任意の部分の代表的個所のみが明示または説明がされ、その

に文書にて質問をし、設計の意図を正しく把握して施工する。また設計図な

項について仕様内容の相違等がある場合は契約締結以前または施工前に係員

設計図および仕様書について、不明な点、又は難解な個所、あるいは同一事

　　する。

４．本工事に使用する機器、材料は施工に先立ち、係員の承諾を得た後使用

　　これに要する費用は請負者の負担とする。

　　時は工場立会検査願い書及び試験要領書を提出すること。

３．使用機器の内製作工場に於て検査、試験を係員立会いのもとに行いたい

　　する。

２．製作機器は、機器製作承認図を提出し係員の承諾を得た後、製作に着手

　　メーカーリストを係員へ提出し承諾を得ること。

１．本工事に使用する機器材料は、別紙機器材料指定業者表より選定のうえ

軽微な変更

疑義その他

使 用 機 材

    年   月   日   ～     年   月   日　（現場説明書による）

㎡　

雷保護設備

る。

請負者は本工事の現場責任者を選定し係員に経歴書を提出し承諾を得る。現場責任者

ては施工以前に充分な打合せを行い、現場の作業工程に支障のないようにす

建築・機械設備・その他工事との工程ならびに施工上においての取合につい

本工事は責任施工とし、仕様書・設計図に示された設備機能を完全に満足さ

別途工事区分表参照とする。

る。

せること。

取      合

責任施工

他工事との

現場責任者は人格・技能共に優れた技術者とし、本工事現場の専任とし、工

工中に係員が現場責任者として不適当と判断した場合は更迭もあり得る。

この場合は請負者は係員の意向に従い、速やかに現場責任者の交代に応ずる

事継続中は他の責任者との交代は認めないことを原則とする。但し、工事施

こと。

申      請

支給機材は別途指示する。支給機材の引渡しを受ける際には係員の立合いの

うえ検収し受領書を作成のうえ係員に提出する。支給機材は竣工引渡しまで

万全の注意を行い、不測の事故災害等が起きた場合は、それに即応出来るよ

負者は労務者の出入・風紀衛生の取締り・火災・盗難・その他の事故防止に

現場責任者には施工管理の経験５年以上の者を定め自主施工管理を行うもの

工事現場の管理は労働安全衛生規則、その他の関係法規に準拠して行う。請

うに配慮すること。

支給機材

とする。

現場管理

本工事に使用する材料機器、工法等が第三者の所有する特許に抵触する場合

万一、特許権について係争事件が生じた場合は請負者は自己の責任において

請負者が管理し破損や紛失等に対する責任を負う。なお、支給機材の引渡し

を受ける時点迄に支給機材の用途について充分な検討調査を行なっておくこ

は、予めその権利の使用に対する所要の手続きをふんだ後、実施する。

と。

特許等に対

する注意

　　　のは、型式承認済みのものを使用する。また規格制定のないものは、

　　　されているものは、これに従い、電気用品取締規則の適用を受けるも

　　　官公署および電力会社等の検査に合格または許可されたものとする。

　　　設計図ならびに仕様書に基ずく機器材料等の仕上げの程度、色合等は

　　　機器および材料等で日本工業規格（Ｊ．Ｉ．Ｓ）その他の規格に制定

　　　予め見本品を提出し承諾を得る。必要に応じて係員の指示により機器

特に記載されたものを除き、機器および材料は総て新品とし下記による。

　　　材料等の見本・模型試作品等の提出を求めることがある。

機器及材料

（２）規格

（１）見本ならびに模型

請負者は本工事の物件ならびに労務者等について自己の負担で、火災保険な

与えた損害に対しては、請負者の責任において損害賠償を行う。

請負者は原則として本工事に使用する機材ならびに施工に対し下記の試験お

よび検査を係員立合いのうえ行うもので、その費用は総て請負者の負担とす

本工事引渡し前に起った現場損害は、工事請負契約書の記載条項による。ま

らびに労災保険その他必要な保険を付する。

試験並検査

保険その他

　　　請負者は施工した機器等に対して自主検査を行い、その後に係員の立

　　　機器製作承諾図により作成された機器は現場搬入前に所定の規格に準

　　　負者は自主検査を行い合格と認めた後、係員の立合いを得る。

る。但し、係員の判断に依りその一部を省略する事が出来る。

　　　工事進行途上において施工状況に対する中間検査を行う。

　　　拠し工場試験を行う。立会検査を要請する場合は試験に先立ち工事請

　　　合を得て現場試験を行う。

　　　現場に機材を搬入する際は搬入検査を行う。

（３）工場試験

（４）現場試験

（１）搬入検査

（２）中間検査

　　　上記試験ならびに検査で指示を受けた個所は速やかに修理、調整また

　　　し検査を建築主ならびに係員の立合の下に行いこれに合格すること。

　　　難なものは施工時に係員の立合を得て行うと共に、工事写真として記

　　　現場検査ならびに官公署・電力会社等の検査合格後に本工事竣工引渡

　　　接地極埋設または地中管理埋設等の如く工事完了後において検査の困

　　　は手直しを行い再検査を受ける。

　　　録する。

（６）竣工検査

（５）施工の立合

インターホン設備

電気時計設備

入退室管理設備

２．工事仕様

竣工図及び

竣工写真　

地震力

※免震構造上のものは、クラスを１ランク下げてよい。

※クラスＡ・Ｂの内、防振支持の機器の場合は、クラスを１ランク上げる。

下記に示す震度に機器等の重量を乗じたものとする。

２．０

　地階及び１階

中間階

上層階・屋上及び塔屋

但し、監督職員は係員に読み替える。

指針」（1996年版）及び同上監修の「建築設備耐震設計・施工指針」（2014年版）による。

。但し耐震に関する基準は建設省住宅局建築指導課監修の「建築設備・昇降機耐震診断基準及び改修

設計図書の解釈の優先順位は、質問回答書・現場説明書・特記仕様書・図面・標準仕様書の順とする

電気設備工事編）平成31年版による。

編）平成31年版及び国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修の公共建築設備工事標準図（

築工事標準仕様書（電気設備工事編）平成30年版、同公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事

図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建

（　　）内の値は水槽の場合、摘要する。

記載し、監督員が承認するものである。

要な部位の断面図・展開図（１／５０）をベースに各工事毎に必要な内容を

、監督員の承認を受ける。総合図とは、全ての部位の平面図（１／５０）必

捗に努めなければならない。そのため、施工図の作成の前に総合図を作成し

関連工事として予定されているので、相互に協力し、工事全体の円滑なる進

本建設工事は本工事の他に「建築工事」「機械設備工事」その他からなる。総合図の作成

工事保証 施設された機器に対する保証期間は、原則として竣工引渡し後、１ヶ年とす

工事施工中は作業場の清掃、整頓に努め作業員の通行作業等に支障のないよ

うにする。なお、工事竣工の際は仮設建物、足場等の撤去または後片付けを

し、穴跡は完全に修復して引渡しを行う。

既存建物内での作業は工程・施工時間・施工内容等について担当者と充分打

合せの上行うこと。

本工事現場に看板を取付ける場合は、看板の大きさ・記入文字・仕上体裁・

取付位置を予め図面に作成し係員の承諾を得る。

既存品・再使用機材は清掃及びメガー測定の上取付けること。

変電室・発電機室・蓄電池室の出入口扉に貼付る各種表示板は、本工事とす

火設備を設ける。

る故障その他については、請負者の費用負担により速やかに修理または取替

工事用及び検査・試験用の水・電力・燃料・通信などに必要な仮設物の設定

および経常費は請負者の負担とする。

現場事務所・材料置場・工作小屋等を設ける場合は、その位置その他につい

て係員の承認を得る。火を使用する場所、引火性材料の貯蔵等はなるべく建

築物等から離れた場所を選定し関係法規の定めるところに従い防火構造また

は不燃材料等で覆い防火責任者を選定し、その責任において管理し、かつ消

再使用機材

表示プレート

る。

既存建物内

での作業等

看    板

清掃及後片付

仮  設  物

経費負担

る。その期間に施工上もしくは機器の製作上の欠陥により生じたと判断され

竣工引渡し検査後に請負者は竣工引渡し書を作成し係員を通じて建築主に提竣工引渡し

請負者は現場において調整を要する機器においては調整員を現場に派遣し調

整すること。また建築主に対する取扱い指導も同様とする。これに要する費

用は請負者の負担とする。

出する。建築主の施設受領書の受取をもって竣工引渡しの完了とする。

現地調整及

指      導

の手続

太陽光発電設備

　　　貸を禁止する。

（１）ＣＡＤデータの利用については、利用目的を明確化し、目的外の利用及び第三者への譲渡・転

（２）ＣＡＤデータの受け渡しには、それぞれ著作権の所有を明示し、契約書を取り交わす。

保守指導

案内書

３．ＣＡＤデータの受け渡し

㎡　

㎡　

㎡　

●

耐震クラスＳ

建築設備機器の耐震クラス

耐震クラスＡ 耐震クラスＢ

１．５

１．０

１．５

１．０

０．６

１．０

０．６

０．４

（０．６）（１．０）（１．５）

、これに対処する。

た、請負者の不注意または施工上の不行届により隣接建物または通行人等に

を行う。

番号

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

○

負担金○ 電力・電話・ＣＡＴＶ・他の供給会社分への負担金を見込むこと。

塗    装 キュービクル・配電盤・分電盤・動力盤・制御盤・端子盤・受信機・機器収

納箱・その他機器は入念なる防錆処理を行い指定色塗装を行う。

露出する配管・ダクト・ラック・ボックス・支持金物等は全て指定色塗装２

各種位置ボックス・プルボックスおよびジョイントボックス等の内面は施工

なお、機器および材料は係員の指定色による色彩調節を行う。

回塗りとする。

前に絶縁防錆塗装を施すこと。

●

●

●

●

●

公立大学法人横浜市立大学附属市民総合医療センター　本館地下1階薬剤部改修工事

神奈川県横浜市南区浦舟町４丁目５７番地

1

2

病院棟

6

●

地上１５階地下２階 73,946.24

●3

コンセント設備●4

誘導灯設備

情報設備 配線、機器取付含む

放送設備

テレビ共同受信設備

映像・音響設備

別途工事用配管設備

工事用電力・

水・その他

● ・この工事に必要な工事用電力・水及び諸手続き等の費用は全て請負者の負

　担とする。

６項イ　　改修工事

電話機：　含まない

●5

有線放送設備 既存分岐●7

配　線：　含まない

●

公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

N/S 改修特記仕様書（電気 01） 電気-01



ブレーカー 配線用遮断器・漏電遮断器は短絡発生時において、電気的・機械的に充分耐

えるものを使用すること。

漏電遮断器 医用室の電源回路に用いる漏電ブレーカーは、「ＪＩＳ　Ｃ　８３７１」に

規定する、高速高感度形漏電遮断器とする。

・ネームプレートには負荷名称を記入すること。

手  元  盤

蒸気管・その他熱を出す工作物と電気機器配管配線等が接近する部分は、遮遮熱処理

熱処理を施すこと。

室の施工 る。又、必要な電気回路にはノイズフィルターを設ける。

電磁シールド シールド室に設ける器具類はシールド用の網、箔等と電気的に完全に接続す

施      工 射線遮蔽用鉛板を貼ること。

放射線発生室の壁に埋込む全てのボックス類には、厚さ１．５ｍｍ以上の放放射線室の

切替用電磁開閉器は瞬時励磁式を原則とする。切替接触器

施 工 図 等 工事の施工上、監督員の承諾を必要とする施工図・製作図（以下「施工図等

」という）は、請負者が遅滞なく作成し、監督員はこれを照査の上、受領印

を押印して返却する。

なお、返却後一週間以内に監督員が書面を持って異議の申し立てを行わない

場合には、施工図等は承諾されたものとみなし、請負者はその施工図に基づ

いて工事を行うことができる。

　ｍ以下、接続個所の近くは０．３ｍ以下、パイプ立上り部分は全て結束す

・管相互及び他の電線管との直接接続は行ってはならない。

・地中引込の場合電力会社配電塔用のハンドホール及び需要家分ＵＧＳは本

各負荷の接続に当っては系統的に平衡するようにすること。（変圧器・幹線

耐火ケーブルの接続に当っては、その部分で耐火性能が低下せぬ様処理をす

ハンドホール内でのケーブル分岐及び接続はレヂン注入水密型接続及び分岐

地中管路、ハンドホールは沈下しないよう施工すること。又線路上部には全

接地極埋設位置近くに接地埋設標（黄銅板製）を設ける。但し装柱器材用及

接地極の材料は下記による。なおＥＢ（接地棒）は１，５００ｍｍ以上、Ｅ

ロアボックスカバーは水平高低調整付（空転防止リング付）とする。

２０アンペア以上及び４Ｐコンセント、防水型コンセント並びに引掛式のコ

幹線ボックス内、及び盤内等の電線には、行先及び電線表示の名札を付ける

　表示（表）・インターホン（イ）・テレビ共聴（ＴＶ）・火災報知（火）

　電燈（灯）・動力（動）・電話（話）・電気時計（時）・拡声（拡）・

　い様にする。離隔寸法が充分取れない場合はいずれかを金属管とし接地を

・強、弱電及び弱電相互の離隔を充分にとり電気的な誘導障害を発生させな

ケーブルピット内のケーブル受材、及び必要なるセパレーターは本工事とす

・ＥＬＢ用接地線　　　  緑／赤の２色刷り

・塩害地域に於ける機器は耐塩形とする。

材料を使用すること。

て埋設表示シートを施すこと。

・医用接地線　　　　　  緑／黄の２色刷り

・一般接地線　　　　　  緑

び外灯用は不要とする。

受変電設備

負荷の平衡

の接続

耐火ケーブル

の接続

地中電線路

・分電盤等）

ること。

埋設表示

地中電線路

接地線の色別

Ｐは９００×９００×１．５ｔ以上とする。

位置ボックスは、コンクリートボックス又はアウトレットボックスとし、フ

（銅  製）

接 地 極

フロア

配線器具等のプレートは原則として白色の樹脂製とするが、壁の色が白以外

ンセントには、差込プラグを付属させる。

こと。又、制御盤・端子盤等には線番号表を具備すること。

　・ページング（ペ）等とする。

ブランクプレートには用途表示をすること。

・原則として外光の当たる部分には露出で使用しない。

・いんぺいの場合は、１．５ｍ間隔としても良い。

付 属 品

コンセント

線 番 号

ブランク

プレート

プレート

ピット内工事

　取る。

・結束線は塩ビ被覆１．２ｍｍを使用し、結束間隔は露出及び埋設の場合１

・金属製のボックス、機器等で接地を要するものは、図示なくも接地線を接

　ては、所轄消防署、各自治体へ防火処理等の施工計画書を提示し、了解を

・防災設備用の配線・防火区画・防火上主要な間仕切等の部分の施工に当っ

　続すること。

　得て施工する。（ＰＦ管）

とう管

合成樹脂製可

・高圧交流負荷開閉器は4枚バリヤー付とする。

　断器、又は交流負荷開閉器をトリップさせる。

・コンデンサは故障接点付とし動作時警報及び表示を行うと共に該当する遮

　事。低圧用はコイルモールド形とする。

・計器は広角１１０°とし、電流計はデマンド指針付とする。

・変圧器はトップランナー変圧器とする。

・高圧用計器用変成器は全モールドとし充分な機械的、電気的強度を有する

　工事とする。

・継電器は静止型、引出し形とする。

　　　・機器取付高は下記を標準とする。但し監督員の指示により変更する

そ  の  他

　　　　ことがある。

２）　機器取付高

　に該当する遮断器、又は交流負荷開閉器をトリップさせる。

・リアクトルは、異常温度警報接点付とし動作時、警報及び表示を行うと共

　ー（容易に洗浄可能とする）を設ける事。

・キュービクルは換気扇付（上部から交換可能）とし、給気口にはフィルタ

　　・単結表示板　１枚（透明プラスチックケースに納める）

　　・消防法に基づく消火器及び表示板

　　・遮断器用リフター（引出し型遮断器の場合）

・高圧遮断器は、開閉度数計付とする。

　　・その他製造者の標準一式とする。

・予備品

・コンセントプレートには、回路番号を貼り付けること。

・天井に設けるコンセントは抜止め又は引掛式とする。

・医用コンセントは、「ＪＩＳ Ｔ－１０２１」に適合するものとする。

   セントはプレートにその旨を明示する。

・１φ２００Ｖ、３φ２００Ｖコンセント及び発電回路、無停電回路のコン

・一般電源と発電回路のコンセントは色別をする。

　ップ付プレートとする。

・湿気、水気のある場所に設けるコンセントは接地極付としネジ込みのキャ

　　・均等、浮動充電表示灯

　外被の色別を行うこと。

　　・排気管、煙導の寸法は現場の経路を充分把握し選定すること。又、必

・燃料は指定容量を補給し、引渡すこと。

　　・三相同期発電機ブラシレス方式

　　　要なる伸縮継手を設けること。

・予備品は受変電設備に準ずる。

　　・アンカーボルト等の施工は本工事

・現場検査、試験に必要な水・油・電力及び水抵抗用水槽・配管配線共は本

　　・ケーブル、配管ピット（建築工事）

　　・発電装置コンクリート基礎（建築工事）

・（社）内燃力発電設備協会の認定証票（長時間形）が貼付されたものとす

・耐電ゴムシートは本工事とする。

　　・防油堤工事（建築工事）

　　・各ＭＣＢのトリップ（一括表示）

・非常照明用負荷がある場合は、蓄電池設備認定委員会の合格ラベルの貼ら

　　※上記の一括故障接点を設ける。

　　・交流電源表示灯　　　　　（各　々）

　　・電磁開閉器状態表示灯　　（各　々）

　　・蓄電池温度上昇　　（パイロットセル　２ヶ）

　　・各ヒューズの断　　（一括表示）

・表示、警報は共通仕様書による他下記

・過放電防止回路及び瞬時停電による過充電防止回路付とする。

・保守、点検及び放熱を考慮した構造、機器配置とし、蓄電池は耐震架台上

・換気扇の予備を１台、納入する。

・各種表示灯等はグラフィックパネル表示とする。

・電池容量、セル数はメーカー標準なるも、計算書を提出し係員の了解を得

・整流器は原則としてＩＧＢＴ方式とする。

・換気扇の取替は、装置を停止させずに行えること。

・バイパス回路との切替は、商用同期無瞬断切替方式とする。

・給気ギャラリには簡易フィルターを設けること。

・単相入力とする場合は、自家発電機に対する不平衡許容値以内とする。

・直流電源装置に準ずる他、下記による。

　下げ部分等は配管に納めること。又、ジョイントボックスはアウトレット

　ボックス（四角５４とし芯線１１本以上は大形）を使用すること。

・ＶＶーＦケーブル配線部分に於て、スイッチ、コンセント等へ立上り、引

・ＡＣ、ＧＣ、ＣＶＣＦ、１００Ｖ、２００Ｖ等係員の指示によりケーブル

・天井換気扇、ダクト扇用のスイッチはパイロットランプ付とする。

・用途名称が明記できる構造のものとし、それぞれ必要事項を記入する。

コンセント

照明器具

ブル配線工事

ＶＶ－Ｆケー

装      置

　ること。

無停電電源

　れたものとする。

　　・蓄電池電圧低下　　

　工事とする。

装    置

直流電源

　に設置すること。

・発電機

発電設備

・別途工事

　る。

　る。

・本工事は国土交通省住宅局建築指導課監修「非常用の照明装置に関する指
　針」に準拠すること。

・照明器具での送り配線は不可とし、各々分岐配線にて接続すること。尚、

　接続部分で耐火性能が低下しないように処理をすること。

・本工事は消防法規に準拠する。

・誘導灯の位置は、施工前に消防署と充分協議の上施工すること。尚、納り

　上特殊大型を使用する場合は必ず消防署の了解を得ること。

・電界強度を測定し、又電波の方向性を考慮して各局を充分に受信できるよ

　うアンテナを取付ける。尚、測定の結果に依りブースター等の機器を変更

　することがある。アンテナフィダーは低損失高周波同軸ケーブルを使用す

・屋外部分は防錆及び防水工事に充分留意のこと。

・末端にて７０ｄＢ以上の利得が得られるようにする。

本工事は「ＪＩＳ　Ｔ－１０２２　病院電気設備の安全基準」により施工す

テレビ共同受

信設備

医用接地設備

非常照明設備

誘導灯設備

汚染対策

室内空気

は、下記の内容を厳守すること。

　　・連続定格、Ｆ種絶縁

　・厚生労働省の定める１３物質及びＴＶＯＣ

　・パラジクロロベンゼン　・エチルベンゼン　・スチレン

　・ホルムアルデヒド　・アセトアルデヒド　・トルエン　・キシレン

・汚染対象物質

　な換気を十分に行い、室内に放散した溶剤成分等の希釈を図ること。

　に管理し適切な乾燥時間をとること。また、施工時、施工後の通風、適切

・施工中、接着剤及び塗料等の塗布に当たっては、使用方法や塗布量を十分

　ＲＴＲ法による）の内容を把握するとともに、現場に常備し、記載内容の

　いに当たっては、当該製品の製造所が作成した製品安全データシート（Ｐ

・仕上塗材、塗料、シーリング材、接着剤その他の化学製品の選択及び取扱

　等を参考に適切に選択すること。

　有機化合物を放散しないか、放散が十分少ないものをＪＡＳまたはＪＩＳ

・建材、施工材の使用材料の選定においては、ホルムアルデヒド及び揮発性

保安装置 設計図および仕様書に明記しなくても、最少電線を保護するに充分な保安装

保安装置はノーヒューズ遮断器を原則とする。

置を設ける。

室内空気汚染対策（ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物）については、

交通大臣認定工法により施工する。

１）　防火区画（床、壁）114条区画（壁）の配管ケーブルの貫通は、国土

・消防法に適合する非常用発電設備とする。

・動力制御盤に準ずるほか下記による。

　る。

る。

ボックス

Ｅａ

Ａ種接地

Ａ種接地

記号 接地抵抗値 接地極

ＥＬａ

１０Ω以下
ＥＰ×１

ＥＢ（１０φ）×２以上

（避雷器用）
１０Ω以下

Ｂ種接地 Ｅｂ ６０Ω以下

Ｃ種接地

Ｄ種接地

Ｄ種接地

（ＥＬＢ用）

Ｅｃ

Ｅｄ

Ｅｄ

（ＥＬＢ）

１０Ω以下

１００Ω以下

１００Ω以下

ＥＢ（１０φ）×２以上

ＥＢ（１０φ）×２以上

ＥＢ（１０φ）×２以上

ＥＰ×１

ＥＢ（１０φ）×２以上

ＥＰ×１

ＥＢ（１０φ）×２以上

発信機

表示灯

副受信機

警報ベル

出退表示盤　

発信器（出退表示用）　

インターホン

外部受付用インターホン子機

呼出ボタン（多目的トイレ）

テレビ機器収容箱

火報受信機（複合盤）

機器収容箱

連動制御器（自動閉鎖）

復帰ボタン（　　  〃　　 ）

廊下表示灯（　　  〃　　 ）

　　　〃　　　（都市ガス）　

親時計

ブラケット（一般）

アッテネータ

　　〃　　（踊場）

　　〃　　（鏡上）

子時計

中間端子盤（ＥＰＳ・電気室）

ガス漏れ検知器（ＬＰガス）

床上～中心 ２，１００

〃 ２，５００

鏡上端～中心 １５０

避難口誘導灯

廊下通路誘導灯

床上～下端

床上～上端

１，５００以上

１，０００以上

スイッチ（一般） 床上～中心 １，３００

　   〃　（多目的トイレ） 〃 １，１００

コンセント・電話用アウトレット・直列ユニット（一般）

コンセント・電話用アウトレット・直列ユニット（和室）

コンセント・電話用アウトレット・直列ユニット（台上）

〃

〃

台上～中心

３００

１５０

１５０

コンセント（機械室・駐車場・車路・自転車駐車場・他） 床上～中心 ５００

引込開閉器箱（低圧） １，５００

分電盤・制御盤

開閉器箱

電磁開閉器用押しボタン

接地端子箱

雷保護用接地端子箱

接地極埋設標

給油口ボックス

側　　点 取付高（ｍｍ）名　　　　称

〃

〃 １，５００

〃 １，５００

〃 １，３００

地上・床上～中心 ５００

床上～下端 ８００

地上～中心 ６００

地上～給油口 １，０００

スピーカ

地上～中心

〃

１，５００

１，５００

〃

〃

（天井高）×０．９

（天井高）×０．９

〃

〃

〃

１，３００

（天井高）×０．９

１，３００

１，３００〃

〃 標準図による。

〃

〃

〃

〃

床上～操作部

９００

１，８００

２，０００

１，８００

８００～１，５００

地上～中心 １，５００

８００～１，５００

８００～１，５００

〃

〃

（天井高）×０．９〃

〃

〃

〃

（天井高）×０．８

１，５００

３００

（天井面）－２００天井面～中心

２．壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。（住戸専

【注記】

る。

　周知徹底を図ること。

撤去・解体 ・改修工事範囲内の撤去及び解体においては、事前に既設状況を十分な調査

　を行い、改修範囲を除く部分に盛り替えが必要な場合は盛り替え工事を行

　うこと。

電波障害 ・電波障害調査費を工事前及び工事完了後の２回分を見込むこと。

補助金 ・補助金出来形の資料作成を見込むこと。

１．（天井高）×０．９及び（天井高）×０．８は、天井高が２，５００～３，０００mmの場合に

　　適用する。

　　有部除く）

（別表１）

　　　・別表１（器具取付高さ表）を参照。

接地種別

○

○

●

●

●

●

●

●

●

●

○

●

○

○

○

○

●

●

●

●

●

○

〇

●

◆器具取付高さ表

・ＰＣＢ使用機器は関係法令により適切に処理し、建物管理者に引渡す。

・間接照明はカットオフラインが発生しないよう、高さや位置の調整を

　行うこと。

の場合は監督員と打ち合わせの上色を決定する。この場合、配線器具も同色

とする。

・一カ所に２個以上スイッチが付く場合はネーム付のほたるスイッチとする。

● ３）　工事写真は、国土交通大臣官房官庁営繕部監修「工事写真の撮り方

　　　（改訂第３版）建築設備編」によるほか、係員の指示による。

○

○

○

●

○

●

○

●

４）　改修工事に伴う各設備既設主装置の改造、設定変更、試験調整は

　　　本工事とする。○

●

●

●

●

●

○

○

○

公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

N/S 改修特記仕様書（電気 02） 電気-02



 
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

幹線動力設備（本館６階）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

幹線動力設備（本館地下１階）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

幹線動力設備（本館地下２階）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

コンセント設備図（既設）（撤去図） 電気 E-04



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

コンセント設備図（新設） 電気 E-05



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

自火報設備（既設）（撤去図） 電気 E-06



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

自火報設備（新設）



太字：既設照明器具撤去箇所
VVF2.0-3C

電灯スイッチ

公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

照明器具配置図（既設）



太線：新設配線・照明器具　新設

VVF2.0-3C

電灯スイッチ

公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

照明器具配置図（新設）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

LAN設備図（新設） 電気 E-10



各所：施工時、取外し・仕上げ時、再取付

放送設備（取外し・再取付）

公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

N/S 改修特記仕様書（機械 01） 機械-01



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

N/S 改修特記仕様書（機械 02） 機械-02



 
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

空調ダクト設備図(本館６階) (新設)



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

空調ダクト設備図(既設) (撤去図)



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

空調ダクト設備図（新設）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

空調配管設備図（新設）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

消火設備図（既設）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

消火設備図（新設）



 
公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

自動制御設備図 （本館６階）（新設）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

自動制御設備図（既設）（撤去図）



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

自動制御設備図（新設）



撤去範囲

公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

給排水設備（既設）（撤去図） 機械 P-01



公立大学法人　横浜市立大学附属

市民総合医療センター

本館地下1階薬剤部改修工事

給排水設備（新設） 機械 P-02


